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協治(ガバナンス)を担う各主体の特性を考察するための参考データ 
 
《 行動原則 》 

   町会・自治会は、慣習として参加している人が多い一方で、ボランティア・NPO・市民活動は、

自身の関心から参加する。 

 
 
《 サービス分野 》 

墨田区内の全町会・自治会を対象とした調査（配布数 165 回収数 144 回収率 87.3％）によると、

「既に取り組んでいる」活動としては、防犯などの地域の安全対策が 75.7％と最も多く、次いで

地震などの災害に対する備えが 68.1％、子供の育成が 54.2％などとなっている。また、「今後取

り組みたい」活動として、団塊の世代への活動参加の啓発・促進が 49.3％と特に多くなっている。 
 

図 町会・自治会で取り組んでいる、または今後取り組むべきだと思う活動 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：墨田区住宅マスタープラン基礎調査による町会・自治会調査 平成 17 年 12 月） 
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(出典：平成 16 年度国民生活白書)
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   また、全国規模の調査によっても、区域の環境美化、清掃活動、リサイクル活動、住民相互の

連絡、イベント、スポーツ、防災・安全、行政からの連絡など、町内会・自治会の活動は多岐に

わたり、住民相互の扶助や住民自治の拡充のためなど、その必要性が高く示されている。 
  

 
 
 

 
    
 

(出典：平成 16 年度国民生活白書)
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一方、墨田区に主な事務所を置く NPO 法人の定款に記載された目的を分類(目的の項目は複数

記載)では、保健・福祉、社会教育の増進を図る活動など幅広い分野を活動の目的としている。 
 

図 墨田区に事務所を置くＮＰＯ法人(内閣府認証９団体、東京都認証５２団体)の目的 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

1
保
健

、
医
療
又
は
福
祉
の
増
進
を
図
る
活
動

2
社
会
教
育
の
増
進
を
図
る
活
動

3
ま
ち
づ
く
り
の
推
進
を
図
る
活
動

4
学
術

、
文
化

、
芸
術
又
は
ス
ポ
ー
ツ
の
振
興
を
図
る
活

動

5
環
境
の
保
全
を
図
る
活
動

6
災
害
救
援
活
動

7
地
域
安
全
活
動

8
人
権
の
擁
護
又
は
平
和
の
推
進
を
図
る
活
動

9
国
際
協
力
活
動

1
0
男
女
共
同
参
画
社
会
の
形
成
の
促
進
を
図
る
活
動

1
1
子
ど
も
の
健
全
育
成
を
図
る
活
動

1
2
情
報
化
社
会
の
発
展
を
図
る
活
動

1
3
科
学
技
術
の
振
興
を
図
る
活
動

1
4
経
済
活
動
の
活
性
化
を
図
る
活
動

1
5
職
業
能
力
の
開
発
又
は
雇
用
機
会
の
拡
充
を
支
援
す

る
活
動

1
6
消
費
者
の
保
護
を
図
る
活
動

1
7
以
上
の
活
動
を
行
う
団
体
の
運
営
又
は
活
動
に
関
す

る
連
絡

、
助
言
又
は
援
助
の
活
動

 
(内閣府認証は平成 18 年 7 月 5 日現在、東京都認証は平成 18 年 8 月 31 日現在) 

 
また、全国においても、高齢者・障害者福祉の分野を始めとして、まちづくりなど幅広い分野

でＮＰＯは活動を行っている。 
 

 
 

(出典：平成 16 年度国民生活白書)



 4

《 参加姿勢 》 

墨田区内の町会・自治会の年中行事については「年 4 回以上」実施しているところが 69.4％

と最も多い。また、定期の会合等については「月 1 回」のところが 77.8％と最も多い。 
 

図 町会・自治会の活動状況 
   【年中行事】              【定期の会合等】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（墨田区住宅マスタープラン基礎調査による町会・自治会調査 平成 17 年 12 月） 

 

また、同調査によると、「60 歳代」が 68.8％と最も多く、次いで 50 歳代が 17.4％、70 歳

代以上が 5.6％と、運営の担い手の高齢化が進んでいることが分かる。 

     

図 町会・自治会運営の主な担い手 
  
 
 
 
 
 
 
  

（墨田区住宅マスタープラン基礎調査による 

町会・自治会調査 平成 17 年 12 月） 
 
 
   さらに、東京都の調査(左図)によると、役員の引き受け手がいないことが町内会･自治会の

最も大きな問題となっている。全国も同様で、高齢化と若年層のリーダーの不足、加入率の減

少が問題となっている。(右図) 
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(出典：平成 16 年度国民生活白書) 
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一方、ＮＰＯ法人、任意団体の活動への参加は、くちコミが最も多くなっているとともに、ボ

ランティアへの参加は、自ら選んで情報を得て参加した人が多い一方、知人･友人の「お誘い」

がきっかけとなることも多い。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、勤労者のボラン

ティア活動に関する意識調

査(厚生労働省 2000 年)によ

ると、ボランティア活動に

参加する頻度は、勤労者で

年に２～３回または月に２

～３回の人が多く、勤労者

OB では月に２～３回また

は月に 1 回の人が多く、週

に２～３回の人も多くなっ

ている。 
 
 

 

 

 

 

 

 

(出典：平成 16 年度国民生活白書) 

(出典：平成 16 年度国民生活白書) 
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なお、地域の活動への参加を妨げる要因については、時間がないこと、興味が湧かないこと、

きっかけがないことの順で多くなっているが、今後は参加したい人、今後も参加したくない人の

間では、理由の順位が異なっている。 

 

 
 
 

 
(出典：平成 16 年度国民生活白書)  
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《 財 源 》 

   町内会・自治会の主な収入源は、 

会費の９８％に次いで、市・区か

らの補助金・委託費が大きな財源

になっている。 

一方、NPO の財源も、町会・自

治会の収入源と同様、会費(34.3％)、
行政からの補助金(17.1％)の順で多

くなっている。また、行政からの

業務委託費も 5.7％を占めていると

ともに、規模が大きい場合は、独

自事業収入が大きくなっている。 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

(出典：平成 16 年度国民生活白書) 


